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 はじめに 

 

 政権交代後２回目に当たる税制改革は、出口の見えない不況と雇用不安、新年度予算の

半ばにも達しない極度の税収不足の継続という背景の中で進められた。不安定な政局ゆえ

に「抜本的税制改革」には程遠いものの、「平成23年度税制改正大綱」（2010年12月16日

閣議決定）には、法人税率引き下げ、給与所得控除の見直し、「地球温暖化対策のための

税」そして納税者権利章典の策定など、従来懸案とされてきた問題について新たな動きが

見られ、前年度以上に重要な改正内容が盛り込まれている。 

 

 

 1. 税制改革の視点 

 

(１) 税制改革の視点 

   「平成22年度税制改正大綱」で示された以下の視点・方向性は2011年度にも継承さ

れる。 

  ① 納税者の立場に立ち「公平・透明・納得」の税制を築くこと 

  ② 「支え合い」のために必要な費用を分かち合うこと 

  ③ 税制改革と社会保障改革を一体的にとらえること 

  ④ グローバル化に対応できる税制を考えること 

  ⑤ 地域主権改革を推進するための税制を構築すること 

   ①は、新政権発足後の税制改正大綱で示された新たな租税原則であり、従来の「公

平・中立・簡素」といういわば政治と市場両にらみの原則から、政治志向的原則へシ

フトした。「透明」は、税制の決定過程の税制調査会への一元化をはじめ、各種情報
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の開示を通じた透明化への覚悟を示すものであるが、既に前年度に紛糾した揮発油税

等の暫定税率問題が与党の要求で最終的に決着したことで、この原則にも限界がある

ことが明らかになった。「納得」は、「公平」はいうまでもなく、「透明」な決定過

程を通じて内容的にも納税者に受容される税制を確立することを意味している。 

   ②は、このように納税者によって「納得」され、受容された税によって納税者は相

互の「支え合い」のための負担を行うということである。ここであえて「必要な負担

を分かち合う」ことが再確認されたのは、「必要な負担を分かち合う」ことなく、公

債依存が続いている現実を踏まえて、増税の必要を訴えるものと解釈される。 

   ③の意味するところは明白である。今日の財政需要のうち最大で、かつ大きく拡大

しつつあるのが社会保障関係費である。増税は当然この社会保障関係費の財源として

求められるが、それだけに社会保障の内容が国民に十分に納得されるものでなくては

ならない。「税制と社会保障の一体改革」がキーワードとなる。 

   ④が意味するのは、今日では税制は純粋に国内問題として処理し得ないテーマと

なったということである。金融所得課税や法人課税の問題が特に強くこの点に関連し

ている。 

   ⑤に関しては、90年代末以来推進されてきた「地方分権」は、新政権下では「地域

主権」と言い換えられた。塗り替えられた看板によって何が変わるのか。具体的な政

策によってその真価が問われることになる。 

 

(２) 2011年度税制改正の基本的考え方 

   2011年度においては上記の税制改革の視点を踏まえて、次の４つを柱として税制の

改正が構想された。 

  ① デフレ脱却と雇用のための経済活性化 

  ② 格差拡大とその固定化の是正 

  ③ 納税者・生活者の視点からの改革 

  ④ 地方税の改革と住民自治の確立に向けた地方税制度改革 

   いずれの柱も重要であるが、2011年度税制改正においてはその軽重に自ずと差異が

あることは否めない。先取りして言えば、今年度の改正内容は、①（経済活性化のた

めの減税）に重きを置くものとなっており、それが「税制改革の視点」の冒頭に掲げ

られた「公平・透明・納得」に繋がるかどうかは検討を要する問題である。②（格差

是正）についてもそれなりにいくつかの新方向が打ち出されたが、これが「公平」実
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現のためばかりではなく、「増収」をその本音としているだけに、今回の改正が到達

点ではなく、より長い射程を持つことへの留意が必要である。 

 

 

 2. デフレ脱却と雇用のための経済活性化 

 

 デフレ脱却のための経済活性化に向けて講じられる税制上の措置は、マクロ的な雇用拡

大策とミクロ的な雇用支援策の双方にわたっている。 

 

(１) 法人実効税率の引き下げ 

   マクロ的な経済活性化策として、繰り返し話題にされたのが法人税率の引き下げで

ある。法人実効税率については、アジア諸国はいうまでもなく、ＥＵ諸国の税率も日

本を下回り、主要国では日本はアメリカと並んで高税率の国になったとされている

（図表１）。こうした中で、わが国企業の国際競争力の向上やわが国の立地環境の改

善を期待して、1999年以来据え置かれてきた法人税率が引き下げられることになった。

すなわち、国税と地方税を合わせた法人実効税率を５％引き下げるため、2011年４月 

 

図表１ 法人所得課税の実効税率の国際比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所）税制調査会（2010ｄ）、５頁。 
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  １日以後に開始する事業年度について法人税率が30％から25.5％に引き下げられる

（図表２)(１)。一方、税率引き下げに対応して減収分を回復するために課税ベースが

拡大される。そのため租税特別措置である特別償却や準備金等の廃止及び一部縮減の

ほか、法人税法上の措置である減価償却制度の償却速度の見直しや大法人についての

欠損金の繰越控除の一部制限などの措置が講じられる。 

   今年度の税制改正においては恒久的な支出・減税に対しては恒久的な財源を措置す

るという「ペイ・アズ・ユー・ゴー原則」が掲げられ、法人税率の引き下げに対して

は課税ベースの拡大等によって減収分を相殺することが目指された。しかし、これに

対して経済界は実質的負担軽減に繋がらねば無意味であるとして強く反発し、政府内

においても経済産業省がその立場を代弁した。結果的に法人税改正については原則の

枠外におかれることになった（図表３）。この法人税率引き下げに中小事業者等の軽

減税率引き下げや雇用促進税制などの政策減税等が加わることで減収額はさらに拡大

する。 

   なお、地方税においては法人実効税率の引き下げと課税ベースの拡大措置の結果、

法人住民税（都道府県及び市町村分）が減収となる一方、法人事業税は増収となるこ

とから、都道府県と市町村の増減収を調整するため、2012年度から道府県たばこ税の

一部が市町村たばこ税に移譲される。 

 

図表２ 法人税率の改正 

 
 現  行  改 正 案  

  年800万円以下  年800万円以下 

普通法人 30％ － 25.5％ － 

中小法人 30％ 
22％ 

（18％） 
25.5％ 

19％ 

（15％） 

公益法人等、協同組合

等（単体）及び特定の

医療法人（単体） 

22％ （18％）  19％ （15％） 

公益法人等、協同組合

等（連結）及び特定の

医療法人（単体連結）

23％ （19％）  20％ （16％） 

特定の協同組合等の特

例税率（年10億円超）
26％ 22％ 

(出所）税制調査会（2010ｉ）、79頁。 

                                                                                 

(１) 中小法人については平成22年度末に期限切れとなる18％の軽減税率が15％まで引き下げられ

る。 



 

－ 51 － 

●
－自治総研通巻390号 2011年４月号－●

 図表３ 法人税改正による増減収 

                                              （単位：億円） 

改 正 事 項 平年度 初年度 

法人税の基本税率の引き下げ ▲ 12,194  ▲ 8,076 

課税ベースの拡大等     5,849     4,386 

 うち減価償却制度の見直し     1,780     1,164 

   欠損金の繰越控除制度の見直し     1,788     1,430 

   その他     2,281     1,792 

政策減税  ▲ 1,139    ▲ 402 

その他    ▲ 274    ▲ 192 

法 人 課 税 計  ▲ 7,758  ▲ 4,284 

 (出所）付表１より作成。 

 

  図表４ 法人所得課税及び社会保険料の法人負担の国際比較に関する調査（平成18年３月) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (出所）税制調査会（2009）、参考資料５。 

 

 

   しかし、今回の法人実効税率の引き下げは、税負担のみの国際比較を議論の出発点

としている点で一面的である。「平成22年度税制改正大綱」は、その「参考資料」に

おいて「未定稿」としてではあるが、法人課税のみならず社会保障負担を加えた企業

負担の国際比較を紹介している（図表４）。その数値は2006年とやや古いものの、日
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本の法人負担は国際的には中位というものであり、法人負担の引き下げを緊急に迫る

資料ではない。23年度税制改正に際してにわかに法人負担引き下げの方向を提起する

とすれば、前年度に示した数値と同一の基準で新たな事態が生じたことを示すべきで

あった。 

   23年度大綱の検討過程においても、法人税引き下げの可否を判断するための興味深

い資料が提出されている。すなわち、図表５によればわが国の企業の海外移転の理由

としては、「安価な人件費」「消費地に近いから」「安価な部品・原材料」「為替」

などが上位にあり、「税負担」はこれらの下位にある。将来はその地位は高まるもの

の、「優秀な人材」に次いでようやく６位を占めるにすぎない。外資系企業のわが国

への進出に際しても阻害要因としては「人件費」「品質」「言語」「不動産」「価

格」などが上位にあり、「税金」や「税制上の特典」などは決定的な理由とは言えな

い（図表６）。それにもかかわらず経済産業省が実効税率の引き下げにこだわるのは、

「企業の海外展開の主な理由となっている事業コストのうち政府として引き下げの可 

 

図表５ 企業の海外移転の理由について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所）税制調査会（2010ｄ）、12頁。 

経済産業省の調査では、企業の海外移転の大きな理由は、「安価な人件費」「消費地への近さ」「安価
な部品・原材料」となっている。
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安価な部品・原材料

安価な人件費

為替

環境規制

消費地に近いから

雇用規制

その他

120 140社100806040200

経済産業省「我が国の産業競争力に関するアンケート調査結果」（平成22年４月19日発表）において「問.これまで、
及び今後の海外移転の理由について【優先順位１～３位】」に対する回答

これまで

今後
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図表６ 外資系企業の日本進出に係る阻害要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所）税制調査会（2010ｄ）、13頁。 

 

  能なものは、法人税負担(２)」という理由によるが、それが果たして有効であるかど

うか疑問が多い。むしろ、2010年の企業アンケート結果が示すところでは、法人がす

でに200兆円もの巨額の内部留保を抱えている現状において、法人税引き下げ分は

「内部留保」や「借入金の返済」に充てられる可能性が高く、「設備投資の増強」と

いう形で国内への投資に振り向けられる可能性は高いとは言えない（図表７）。まし

てや、最近では法人のうち約７割が赤字を計上し、そもそも法人税を支払っていない

ため（法人住民税均等割を除く）、法人税率の引き下げはこのような企業に対する支

援にはなり得ない。 

 

                                                                                 

(２) 平成22年10月28日経済産業省提出資料より（平成22年度第７回税制調査会資料）。 

経済産業省の調査では、人件費や不動産価格等のビジネスコストの高さ、品質や価格に対する消費
者の要求水準の高さ、語学の壁等が我が国への進出の主な阻害要因。

人件費（ビジネスコストの高さ）

品質（製品に対するユーザーの要求水準の高さ）

語学堪能者の確保（人材確保の難しさ）

不動産（ビジネスコストの高さ）

価格（製品に対するユーザーの要求水準の高さ）

技術職・エンジニアの確保（人材確保の難しさ）

商慣習（日本市場の閉鎖性・特殊性）

法的規制（規制・許認可の厳しさ）

行政手続の煩雑さ（行政手続の複雑さ）

税金（ビジネスコストの高さ）

サービスに対して（製品に対するユーザーの要求水準の高さ）

税制上の特典がない（優遇措置、インセンティブが不十分）

系列取引の存在（日本市場の閉鎖性、特殊性）

日本語社会（日本市場の閉鎖性・特殊性）

管理職の確保（人材確保の難しさ）

商品の規格・検査（規制・許認可の厳しさ）

申請から認可までの期間が長い（行政手続の複雑さ）

納期に対して（製品に対するユーザーの要求水準の厳しさ）

物流コスト（ビジネスコストの高さ）

金融機関による融資条件の厳しさ（資金調達が困難）

40.0 50.030.020.010.00.0
（％）

48.0

45.8

34.0

33.5

27.8

26.4

22.3

21.7

18.6

17.5

17.3

17.1

14.9

14.8

14.6

14.3

14.2

13.5

12.9

11.9

（N=636）

※上記は全サンプル636社ベースの集計

（出典）　経済産業省「平成20年度　対日直接投資に関する外資系企業の意識調査報告書」
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図表７ 法人税引き下げ分を充当する項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所）税制調査会（2010ｄ）、11頁。 

 

(２) 雇用促進税制の創設 

   ミクロ的な雇用支援策としては、雇用の受け皿となる成長企業を支援するため、雇

用を一定以上増やした企業に対する税制上の優遇措置が創設される。すなわち、青色

申告書を提出する法人で公共職業安定所の長に雇用促進計画の届出を行ったものが、

2011年４月１日から2014年３月31日までの間に開始する各事業年度において、当該事

業年度末の従業員のうち雇用保険一般被保険者の数が事業年度末に比して10％以上、
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ただし、当期の法人税額の10％（中小事業者等については20％）を限度とする。この
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事業年度末に比して10％以上、かつ２人以上増加した場合には、当該事業年度の法人

税額から増加した雇用保険一般被保険者の数に20万円を乗じた金額を控除できる措置
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（出所）　ＴＤＢ景気動向調査／2010年７月（株式会社帝国データバンク）
（注）　母数は、有効回答企業11,446社

法人税率を引き下げた場合、社員への還元、設備投資の増強、人員の増強といった投資・雇用への充
当よりも、内部留保や借入金の返済に充当することを考えている企業が多い。
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が法人住民税に適用される。すなわち、法人住民税は国税法人税を課税標準とする法

人税割であるが、中小法人に限り法人住民税においても国税法人税の減税を跳ね返ら

せるということである。 

 

(３) 環境関連投資促進税制への期待 

   環境保全に向けた投資が不可避になる中で、この投資自体が経済成長の一要因とな

りうる時代になった。税制上こうした環境関連投資を優遇することは、環境対策であ

ると同時に成長促進策でもある。 

   青色申告書を提出する法人が、2011年４月１日から2014年３月31日までの間にエネ

ルギー起源ＣＯ２排出削減又は再生可能エネルギー導入拡大に相当程度の効果が見込

まれる設備等の取得をして、これを１年以内に国内にある事業の用に供した場合には、

取得価額の30％の特別償却（中小事業者については取得価額の７％の税額控除との選

択可能）ができる。ただし、税額控除額については当期の法人税額の20％を限度とし、

控除限度額超過額については１年間の繰り越しができる。この措置による減収額は初

年度195億円、平年度249億円である（付表１）。 

 

(４) 総合特区制度・アジア拠点化推進のための税制 

   わが国全体の成長を牽引し、国際的に競争優位性を持ちうる大都市と対象とする国

際戦略総合特別区域（仮称）における成長産業や外資系企業等の集積を促進するため

の税制上の支援措置が創設されることになった。併せて全国で展開する地域活性化総

合特別区域（仮称）についても税制上の支援措置が講じられる。 

   具体的には国際戦略総合特別区域内において、青色申告書を提出する法人で認定を

受けた地方公共団体の指定を受けたものが、認定国際戦略総合特別区域計画（仮称）

に記載された事業を行うために一定規模以上の設備等の取得をしたときは取得価額の

50％（建物については25％）の特別償却又は15％（建物については８％）の税額控除

かのいずれかを選択することができる。ただし、税額控除額については当期の法人税

額の20％を限度とし、控除限度超過額については１年間の繰り越しができる。また、

上記の法人がもっぱら認定国際戦略総合特別区域計画（仮称）に記載された規制等の

特例措置の適用を受ける事業等を行う場合には、当該指定の日から５年間、当該事業

に係る所得の20％の所得控除を行うことができる。なお、この所得控除を受ける事業

年度においては上記の特別償却又は税額控除は適用されない。 
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   アジア拠点化を推進するための制度の創設に伴い、青色申告書を提出する法人であ

る特定外国法人等設立会社（仮称）で、もっぱら研究開発事業又は国際統括事業を行

うものが、主務大臣の研究開発事業計画（仮称）又は国際統括事業計画（仮称）の認

定を受けた場合には、これらの事業の認定の日から５年間、当該事業に係る所得金額

の20％の所得控除ができる。 

   以上の措置による減収額は初年度11億円、平年度73億円であり（付表１）、地方税

においても法人住民税及び法人事業税に反映される。 

 

 

 3. 個人所得課税の強化 

 

(１) 給与所得控除抑制の方向へ 

   給与所得控除については「勤務費用の概算控除」と「他の所得との負担調整のため

の特別控除」（以下「他の所得との負担調整」と略称）の２つの性格を有しているも

のとされている。現在の給与所得控除については、マクロ的には給与収入総額の約３

割が控除されている一方（図表８）、給与所得者の必要経費ではないかとされる支出

は給与収入の６％にとどまっている。給与所得の２つの性格については、各々２分の

１であることを明確にした上で(３)、格差是正、所得再分配機能の回復の観点から過

大となっている控除を適正化（＝抑制・削減）するための見直しが行われる。具体的

には次の３つの方法でその抑制が図られている。 

  (イ) 給与所得控除の上限設定 

     給与所得控除は給与収入に応じて相対的に低い収入段階の40％に始まり、収入

段階が上がるにつれて逓減的に５％まで控除され、５％は上限なく青天井で適用

されることとされている。これに対して、給与所得者の必要経費が収入の増加に

応じて必ずしも増加するとは考えられないこと、また、主要国においても控除は

定額であったり上限があったりすることを踏まえて、給与収入が1,500万円を超

える場合の給与所得控除額については245万円の上限を設けることとなった（図

表９）。この影響を受ける納税者は約50万人と見込まれる。 

                                                                                 

(３) 『大綱』ではこの直前に「就業者に占める給与所得者の割合が９割となっている現状で、

『他の所得との負担調整』を認める必要性は薄れてきているのではないか」と述べられており、

「各々２分の１」とすることと矛盾をきたしている。 
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   図表８ 給与総額に対する給与所得控除総額の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      (備考）総務省自治税務局「市町村税課税状況等の調」を基に作成。 

      (注）個人住民税の課税実績に基づく、前年分の所得に係る金額である。 

      (出所）税制調査会（2010ａ）、11頁。 

 

  図表９ 給与所得控除の見直しのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
     (出所）税制調査会（2010ｇ）、３頁。 
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  (ロ) 役員給与等(４)に係る給与所得控除の制限 

     法人役員については、勤務態様が必ずしも従属的ではないと考えられることや、

給与の自己決定度合いが高いことを踏まえて、高額な役員給与については「他の

所得との負担調整」部分が過大となっていると判断される。したがって、4,000

万円超という特別に高額な役員給与については「勤務費用の概算控除」に当たる

給与所得控除の２分の１を上限とすることになった。換言すれば、特別に高額な

役員給与等については基本的に給与所得控除の根拠が「勤務費用の概算控除」だ

けに一元化されたわけである。 

     なお、2,000万円を超え4,000万円までの間では、「他の所得との負担調整」部

分の一部を認め、控除額の上限を４分の３とする部分も含め、調整的に徐々に控

除額を縮減し、4,000万円超のところで激変が生じないような緩和措置が講じら

れる。 

     平成22年度税制改正において中小事業者の大きな関心事は「一人オーナー会社

（特殊支配同族会社）課税」の廃止問題であった。2010年度にひとまず廃止され

たこの制度について、「『二重控除』の問題を解消するための抜本的措置を平成

23年度税制改正で講じます(５)」とされていた。一人オーナー会社課税制度では、

法人の支払い段階において一定の限度を超える事業主宰役員給与に係る給与所得

控除を否認したのに対して、2011年度改正では受け取り段階で給与所得控除に上

限を設けるものとなったわけである。 

  (ハ) 特定支出控除の拡大 

     給与所得控除に上限を設けることに対応し、特定支出控除を使いやすくするた

めの措置が講じられる。すなわち、現在特定支出控除の範囲から除外されている

弁護士、公認会計士、税理士など、法令の規定に基づいてその資格を有するもの

に限って特定の業務を営むことができる資格の取得費が特定支出控除の範囲に追

加される。また、図書費、衣服費、交際費及び職業上の団体の経費（以下「勤務

必要経費」という）も特定支出の範囲に追加される。なお、この勤務必要経費に

ついては上限が設けられる。 

     さらに、特定支出控除の適用判定の基準となる控除額については「勤務費用の

                                                                                 

(４) この給与所得控除の縮減措置は、役員給与のほかいわゆる指定職等の国家公務員やそれと同

様の職位の地方公務員等の給与にも適用される。 

(５) 税制調査会（2009）、46頁。 
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概算控除部分」すなわち、給与所得控除の２分の１の額となる。その結果、従来

は特定支出控除と給与所得控除の全額が比較されていたため、特定支出控除が給

与所得控除を超えることは極めて稀であったが、この改正によって特定支出控除

が給与所得控除の２分の１を超えた場合には特定支出控除を使った実額控除が可

能になる（図表10）。 

     特定支出控除を適用した実額控除の件数は図表11のとおり極めて少数である。

実に4,100万人近くの給与所得税納税者(６)のうちせいぜい10名程度がこの制度を

利用しているに過ぎない。元来、この制度が導入された1987年度税制改正に際し

て政府税制調査会は特定支出控除と給与所得控除の２分の１を比較し、前者が後

者を上回る場合には特定支出控除を適用した実額控除による確定申告を行いうる

ものとしていた。ところがこの案は自民党の税制調査会において拒否され、特定

支出控除は給与所得控除の全額と比較すべきものとされたのである(７)。制度が

事実上空文化した大きな原因はこの時点に作られたわけで、当初の政府税制調査

会の案が四半世紀を経て今回甦ったことになる。 

 

図表10 給与所得控除と特定支出控除 

 

 

 

 

 

 

(出所）税制調査会（2010ｇ）、４頁。 

 

図表11 特定支出控除を適用した確定申告書の提出状況（翌年３月末現在） 

 

年 分 63 元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 

申告者数 16 ５ ９ ８ ７ ４ ７ １ ３ １ ３ ３ ７ ４ ５ 10 ９ 13 ９ ７ ６ ９ 

(出所）税制調査会（2010ｆ）、11頁。 

                                                                                 

(６) 民間給与実態調査結果（平成21年分）によれば、給与所得税の納税者数は１年を通じて勤務

した者3,683万人、１年未満の勤続者412万人、合計4,095万人となる。 

(７) 藤田晴（1992）、106頁。 
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     今回の答申は、給与所得控除の見直しを論じるにあたって、まずその２つの性

格について説明した後、「しかし、就業者に占める給与所得者の割合が約９割と

なっている現状で、『他の所得との負担調整』を認める必要性は薄れてきている

のではないかと考えられます」と述べている。確かに就業者に占める給与所得者

の割合云々は図表12のとおりである。このように述べた直後に、上記のとおり給

与所得控除の２つの性格を承認し、その量的配分を各々２分の１としたのは論理

的不整合というほかはないが、ここには一挙に給与所得控除を半減したのでは衝

撃が大きすぎるという現実的配慮が働いたものと思われる。したがって、論理的

には高額の役員給与に限らず、一般的に給与所得控除を２分の１にする布石がこ

こでなされていることに注意が必要である。 

     なお、給与所得控除については、かつては現在言われている２つの根拠に加え 

 

図表12 就業の雇用化の進展 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)1. 総務省「労働力調査」による。 

  2. 昭和30年、40年には沖縄県の数値が含まれていない。 

  3. 「自営業主等」には、自営業主本人のほか、家族従業員が含まれる。 

(出所）税制調査会（2010ｂ）、17頁。 
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    てその有力な要因として業種間課税所得捕捉率格差（クロヨン）が挙げられてき

た。近年、その格差については縮小しているという研究がある一方で、その実証

方法そのものを疑問視する見解もある(８)。しかし、そもそもいまや就業者の９

割近くが給与所得者となった段階では、クロヨンを理由に実額を超える給与所得

控除を主張することも難しくなっている。 

     なお、諸外国でも給与所得に関する概算控除の制度が見られるが、その額はわ

が国の給与所得控除をかなり下回っている（図表13）。 

     給与所得控除の見直しは長年の懸案事項であり、平成23年度税制改正大綱が提

起したプランは変化に向けての大きな第１歩といえる。今回の見直しは特に高所

得層に的を絞ったものであるが、今後はさらに全般的な給与所得控除圧縮に進む

可能性がある。なぜなら、マクロ的には給与収入の約３割が給与所得控除である

のに対して、給与収入を得るための必要経費と見られる支出の割合は６％程度と

されている以上、給与所得控除の２分の１が概算経費控除であるとしてもそれは

給与収入の15％であるから、「必要経費６％」の２倍以上であるため相当過大と

いうことになるからである。その上、今回はなぜか給与所得控除が「勤務費用の

概算控除」と「他の所得との負担調整」に２等分されたが、上述のとおり、この

間の税制調査会の議論の流れからすれば「他の所得との負担調整」を否定し、

「勤務費用の概算控除」に一元化する方向に向かっている。そうなれば、「必要

経費６％」に比べて「給与所得控除の全額＝勤務費用の概算控除30％」はあまり

にも過大ということになり、給与所得控除圧縮にさらに拍車がかかることになり

かねない。 

     このように見てくると、今回の給与所得控除の見直しは一般のサラリーマンに

とっても決して「対岸の火事」ではなく、早晩、火の粉が降りかかる「近所の火

事」という認識で注目すべき事件である。 

                                                                                 

(８) 大田弘子・坪内浩・辻健彦（2003）は、実証研究の結果、1997年の時点では「クロヨン

（９：６：４）」ではなく、「10：９：８」に近い比率となっていると結論した。それに対し

て日本総合研究所（2005）は、大田等の研究の枠組みである石弘光（1981）の推計方法にそも

そも問題があると指摘している。 
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図表13 給与所得者を対象とした概算控除の国際比較 

（2010年１月現在） 

 

 
 

 日  本 アメリカ イギリス ド イ ツ フランス 

概算控除 給与所得控除 
     (定率)
 給与収入に応
じ、５段階の控
除率（40％～
５％）を適用 

 最低保障額 
    65万円 

概算控除（定額） 
     (注１) 
 11,400ドル 
   (101.5万円) 
 （夫婦共同申告
の場合） 

※ 給与所得者に
限らない。 

なし(注２) 被用者概算控除
 (定額)(注１)
 920ユーロ 
  (12.2万円)
※ 給与所得者
に限る。 

必要経費概算控除 
 (定率・上限あり)(注１) 
 給与収入（社会保険料控
除後）の10％ 

 最低415ユーロ(5.5万円) 
 上限13,948ユーロ 
       (185.5万円) 
※ 給与所得者に限る。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
(注)1. アメリカ・ドイツ・フランスでは、概算控除制度と実額控除制度との選択制とされている

（上記の概算控除を選択した場合、実額控除は適用できない）。 

  2. イギリスでは、給与所得者を対象とした概算控除制度は設けられていない。一方で、職務

上の旅費等について、実額控除が認められている。 

  3. 上記のグラフは、日本は給与所得控除、アメリカは概算控除、ドイツは被用者概算控除、

フランスは必要経費概算控除について、夫婦子２人の場合の控除額を記載している。 

  4. グラフ中の数値は、給与収入1,000万円、2,000万円及び3,000万円の場合の各国の控除額

である。 

  5. 邦貨換算レートは、１ドル＝89円、１ユーロ133円（基準外国為替相場及び裁定外国為替

相場：平成21年（2009年）11月中における実勢相場の平均値）。 

(出所）税制調査会（2010ｆ）、９頁。 

 

(２) 退職所得課税の制限 

   長期間にわたる勤務に対する退職所得については、退職所得控除によって課税所得

は大幅に圧縮され、その残額の２分の１への課税（以下「２分の１課税」と称する）

が行われている。ところが、この制度を利用して短期間のみ在職する法人役員等が、

給与の受け取りを繰り延べて高額な退職金を受け取り、２分の１課税によって税負担

を回避することが問題となっている。このような事態に対処するため、勤続年数５年

○ 主要国の給与所得者を対象とした概算控除の水準は、わが国に比較して低く、また、定額制又は上限が

設定されている。 
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以下の法人役員等の退職所得について２分の１課税が廃止される。 

   また、所得税における２分の１課税の見直しは個人住民税（所得割）にも自動的に

反映されるほか、退職所得に係る個人住民税の額から10％を控除する仕組みは廃止さ

れる。もともとこの制度は1967年の所得から導入されたが、その趣旨は、個人住民税

は一般に前年課税であるのに退職所得についてのみ現年課税であるため、この１年間

に期待される運用益を補償するというものであった。公定歩合が6.2％という当時で

あればこの10％の期待運用益も非現実的ではなかったが、公定歩合が0.3％の今日で

は過大であるとして廃止に至ったものである。なお、個人住民税における退職所得に

係る10％の税額控除廃止は役員退職手当に限らず、すべての退職所得に一般的に適用

されることに注意が必要である。個人住民税における改正は2012年１月１日以降に支

払われるべき退職手当等について適用される。 

 

(３) 成年扶養控除の制限 

   現行制度では、23歳から69歳までの成年を控除対象とする扶養控除（以下「成年扶

養控除」と略称）は、被扶養者が一定の年齢であれば一律に適用されている。しかし、

本来成年は基本的に独立して生計を立てるべき存在であり、一律に扶養控除の対処と

する必要性は乏しいとして、その見直しが提起された。 

   ただし、障害者、要介護認定者その他心身の状態等により就労が困難な扶養親族、

65歳以上の高齢者、学生については引き続き成年扶養控除の対象とされる。 

   また、合計所得金額が400万円（給与収入568万円）以下の納税者については、扶養

による担税力の減殺に配慮し、被扶養者の事情にかかわらず従来どおり成年扶養控除

の適用が可能である。これにより増税になる納税者数は約110万人と見込まれる。な

お、この合計所得金額400万円を境目として税負担が急増しないよう、調整措置が講

じられる。 

   所得税における成年扶養控除の見直しは個人住民税についても適用される。 

 

(４) 先送りされた配偶者控除問題 

   配偶者控除についてはその見直しに慎重な意見がある一方、就労への中立性、配偶

者の家事労働が納税者本人にとって有する経済価値などの観点から、見直しに積極的

な意見もある。こうした議論、課税単位の議論、社会経済状況の変化等を踏まえて

2012年度税制改正以降、抜本的な見直しが行われる。 
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(５) 踏襲が確認された金融所得課税の一体化 

   個人金融資産を有効に活用し、わが国経済を活性化させるためにも金融所得課税の

一体化を進める必要があると判断された。金融所得課税の一体化については、その効

果や公平への影響などに関して異論もあり、「平成22年度税制改正大綱」では「当面

の対応策として」旧税制調査会の方針を踏襲した。これが「平成23年度税制改正大

綱」になって明確に踏襲することが確認されたわけである。 

   現行の上場株式等の配当・譲渡所得課税等に係る10％軽減税率は、20％本則課税に

戻すべきであるが、景気情勢への配慮から２年間延長し、2014年１月から本則税率と

される。所得税の負担率は１億円でピークに達し、それ以上では低下する大きな原因

が配当・譲渡所得課税の低税率にある（図表14・図表15）。所得税の再分配効果の回

復のためには、この部分の本則課税への速やかな復帰は最低限の要件であるが、しか 

 

図表14 申告納税者の所得税負担率（平成19年分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
(備考）国税庁「平成19年分申告所得税標本調査（税務統計から見た申告所得税の実態)」より作成。 

(注）所得金額があっても申告納税額のない者（例えば還付申告書を提出した者）は含まれていない。 

   また、申告不要を選択した場合の配当所得や源泉徴収で課税関係が終了した源泉徴収特定口座

における株式等譲渡所得や利子所得等も含まれていない。 

(出所）税制調査会（2009）、参考資料。 
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35％

30％

25％

20％

15％

10％

 5％

 0％
 ～70万  ～100万  ～150万  ～200万  ～250万  ～300万  ～400万  ～500万  ～600万  ～700万  ～800万  ～１千万  ～２千万  ～３千万  ～５千万  ～１億  ～２億  ～５億  ～10億  ～20億  ～50億  ～100億  100億～ ～1.2千万  ～1.5千万

（合計所得金額：円）

26.5％

25.2％

23.5％

21.6％

18.8％

16.7％

14.9％

14.2％



 

－ 65 － 

●
－自治総研通巻390号 2011年４月号－●

図表15 合計所得階級別の所得種類の内訳（国税庁統計年報書：平成19年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所）税制調査会（2010ａ）、21頁。 

 

  し、それと同時に株式譲渡損との損益通算を行う範囲を現行の配当所得からさらに利

子所得にまで拡大することが予定されていることは問題である。 

 

 

 4. 相続税の増税 

 

(１) 相続税の再分配機能への注目 

   相続税の基礎控除はバブル期の地価急騰による相続財産の価格上昇に対応した負担

調整のため引き上げられてきた。しかしながら、その後は地価が下落しているにもか

かわらず基礎控除の水準は据え置かれてきたため、近年では死亡者数に対する課税件

数の割合は４％程度にまで低下した。またこの間、経済活性化の見地から最高税率の

引き下げを含む税率構造の緩和も行われてきた結果、相続税の再分配機能が低下して

いる。 

   このような相続税の再分配機能を回復し、格差の固定化を防ぐため課税最低限の引

き下げと最高税率の引き上げや課税ブラケットの細分化など税率構造の改正が行われ
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る。また、高齢者は基礎年金、医療、介護などの受益者であり、遺産の一部はその恩

恵を反映しているとも考えることができ、その意味では相続税は生涯の最後に生前の

受益を精算するという意味も持つ。 

  (イ) 基礎控除の引き下げ 

     基礎控除の水準が現行に比べ４割方引き下げられる。その結果、例えば夫が死

亡し、妻と２人の子が法定相続人となる場合、現行では8,000万円までは非課税

であるが、改正案ではその水準は4,800万円へと3,200万円ほど低下することにな

る。 

 

   図表16 相続税基礎控除の引き下げ 

 
 現   行 改 正 案 

定額控除 5,000万円 3,000万円 

法定相続人比例控除 1,000万円×法定相続人数 600万円×法定相続人数 

   (出所）税制調査会（2010ｈ）、61頁。 

 

  (ロ) 税率構造の再編 

     税率構造については最高税率が50％から55％へと上がるほか、課税ブラケット

と税率の刻みが細分化される。基礎控除の引き下げにより現行より納税者が増加

することに加え、富裕層については税率構造が不変のままでも相続財産へ適用さ

れる限界税率が高まるが、最高税率が引き上げられることでさらに再分配効果が

高められる。 

     なお、相続税を補完する贈与税についても相続時精算課税の対象とならない贈

与財産に係る贈与税の税率構造について最高税率が現行の50％から55％へと引き

上げられる。 

     また、生前贈与を促進するため贈与税を軽減し、死亡時に生前贈与された財産

も含めた相続税の再計算によって過去の贈与税の軽減分を精算する、相続時精算

課税についても見直しが行われる。それによれば、受贈者の範囲に20歳以上の孫

（現行は推定相続人のみ）が追加されるほか、贈与者の年齢要件が60歳以上（現

行は65歳以上）へと引き下げられる。 

     相続税について基礎控除の引き下げによって、より広い層に負担を求め、高齢

社会の財源を調達するという考え方は以前から主張されてきた。しかし今回は、 
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   図表17 相続税税率構造の改正 

 
現   行 改 正 案 

1,000万円以下の金額 10％ 同 左 10％ 

3,000万円  〃   15％ 〃 15％ 

5,000万円  〃   20％ 〃 20％ 

１億円  〃  30％ 〃 30％ 

３億円  〃  40％ ２億円以下の金額 40％ 

－  ３億円  〃     45％ 

 ３億円超の金額 50％ ６億円  〃     50％ 

－  ６億円超の金額  55％ 

   （出所）税制調査会（2010ｉ）、61頁。 

 

    政権交代という政治的背景もあって、格差是正をその論拠として前面に出してき

た。最高税率の引き上げもこの脈絡で行われた。相続時精算課税の若干の見直し

など、経済の活性化への配慮も見られるとはいえ、今回の相続税改正は前政権時

代とは明確に一線を画して、格差是正を主目的とするものである。なお、相続税

の基礎控除引き下げによる増収額は、初年度785億円、平年度2,355億円と見込ま

れている（付表１）。 

 

 

 5. 新設される地球温暖化対策のための税 

 

 いよいよ環境税として地球温暖化対策のための税が導入されることになる。しかし、こ

の税は新税としてではなく、既存の「石油石炭税(９)」に対して「地球温暖化対策のため

の特例」を設け、ＣＯ２排出量に応じた税率を上乗せする形で実施される。石油石炭税と

は、化石燃料の輸入段階で石油、石炭、天然ガスなどすべての化石燃料に対してかけられ、

その税収のすべてが「石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計」を通じて特定の

使途に向けられる目的税である。なお、この改正は2011年10月１日から実施されるが、図

表18のとおり経過措置が講じられ、最終的な上乗せ税率は2015年４月１日から適用される。 

                                                                                 

(９) 石油石炭税は石油石炭税法（昭和53年４月18日法律第25号）に基づき、石油及び石油製品、

ガス状炭化水素並びに石炭に対して課される国税である。平成15年度の税制改正により旧石油

税法の名称変更が行われ平成15年10月１日以降に新たに石炭に対しても課税されることとなっ

た。平成22年度予算では4,800億円の税収が見込まれている。 
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 石油、石炭、天然ガスなどの化石燃料の発熱量当たりＣＯ２排出量は、石炭：石油：天

然ガス＝10：８：６であることが確認されている。図表19によれば、現行の石油石炭税で

はＣＯ２排出量当たり石炭が最も軽課されている半面、原油・石油製品の税率は高く、こ

こには環境税的な配慮は含まれていない。今回の地球温暖化対策のための税による最終的

な上乗せ税率は、ＣＯ２排出量１ｔ当たり289円であり、この部分に関してはＣＯ２排出量

に応じた税率の上乗せということになる。これを現行の課税標準で表せば図表18のように

なる。 

 

図表18 地球温暖化対策のための税：内訳と経過措置 

 

 
原油・石油製品 

[１㎘当たり] 

ガス状炭化水素 

[１ｔ当たり] 

石  炭 

[１ｔ当たり] 

現  行 2,040円 1,080円   700円 

2011年10月１日 2,290円 1,340円   920円 

2013年４月１日 2,540円 1,600円 1,140円 

2015年４月１日 2,800円 1,860円 1,370円 

(出所）税制調査会（2010ｉ）、97頁。 

 

 

図表19 「地球温暖化対策のための課税の特例」のＣＯ２排出量１トン当たりの税率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所）税制調査会（2010ｈ）、４頁。 

289円

779円

400円
301円

原　　油
・

石油製品

石　炭
ガス状炭化水素

（LPG･LNG）

「地球温暖化対策のための課税の特例」

石油石炭税

現行税率

上乗せ税率



 

－ 69 － 

●
－自治総研通巻390号 2011年４月号－●

図表20 環境関連税制の税収（平成22年度予算ベース） 

 

 国の財源 地方の財源 

揮発油税 〔国税〕２兆5,760億円 地方揮発油譲与税 〔国税〕     2,777億円 

石油ガス税（国分） 〔国税〕   120億円 石油ガス税（譲与分） 〔国税〕      123億円 

石油石炭税 〔国税〕  4,800億円 軽油引取税 〔都道府県税〕  8,432億円 

エ
ネ
ル
ギ
ー
課
税
 地球温暖化対策のための税 （Ｐ）   

自動車重量税（国分) 〔国税〕  4,470億円 自動車重量税（譲与分) 〔国税〕     3,090億円 

  自動車取得税 〔都道府県税〕  2,286億円 

  自動車税 〔都道府県税〕１兆6,272億円 

車
 
体
 
課
 
税
 

  軽自動車税 〔市町村税〕   1,792億円 

 合  計     ３兆5,150億円 合  計        ３兆4,772億円 

(出所）財務省（2010） 

 

 なお、現行の国及び地方における環境関連税収の全体像は図表20のとおりで、自動車税

や揮発油税など自動車関連の税が圧倒的な割合を占めている。この中における石油石炭税

の比重は７％弱である。これらの環境関連税収の中では石油石炭税は輸入段階という取引

の上流で課税されているのに対して、揮発油税や石油ガス税はエネルギーの消費段階で

（下流で）製品ごとに課税されている。もちろん自動車に関する車体課税はエネルギー関

連税とはまったく別個の素材に対してかけられている。したがって、環境関連税制全体と

しての整合的仕組みは今後の設計にゆだねられている。 

 地球温暖化のための税は、環境税の整備に向けての重要な１歩ではあるが、なお始めの

１歩に過ぎず、包括的な環境税制への展開を今後どう進めていくかが問われている(10)。 

 

 

 6. 市民公益税制の意義と問題 

 

 市民による「支え合い」は、基本的に納税によって実現される。しかし、他にも公益に

資する団体や活動に対する寄附という形をとることもありうる。市民公益税制は、「新し

い公共」の理念下、市民の「支え合い」を担う寄附を税制によって支援するものである。 

                                                                                 

(10) 諸富徹（2011）は、「地球温暖化対策のための税」について、「日本で環境税が初めて導入

されたことは画期的なこと」（33頁）と評価しつつも、税率水準については「現行の水準はあ

まりにも低すぎ」（33頁）るとしている。 
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 まず、国税所得税において認定特定非営利活動法人（認定ＮＰＯ法人と略称）への寄附

について所得税と個人住民税を合わせて50％までの税額控除が可能になる。さらに、公益

社団法人、公益財団法人、学校法人、社会福祉法人及び更生保護法人への寄附についても、

市民との関わり合いが強く、かつ運営の透明性が確保されているものについて税額控除が

適用される。 

 ＮＰＯ法人の認定事務は現行制度では国税庁の所管であるが、地域のことは地域に住む

住民が自ら決めるとの理念の下、地方団体へ移管される。その結果、地方団体の決定が地

方税のみならず国税にも影響を及ぼすことになる。 

 さらに、個人住民税については認定ＮＰＯ法人以外の法人への寄附金であっても、都道

府県又は町村が条例において個別に指定することにより、寄附金税額控除の対象とするこ

とができる。また、個人が特定のＮＰＯ法人等へ助成することを希望した都道府県又は市

町村に対する寄附金については、原則として「ふるさと寄附金」として扱われる。 

 個人が自発的寄附によって社会を支える行為は尊敬に値する。しかし、寄附に支えられ

るＮＰＯ法人等の活動が税を財源とする政府の活動のすべてを代替しうるものではなく、

その隙間を埋める補完的なものにとどまることも銘記すべきである。地方財政法第27条の

３は、都道府県立の高等学校の施設の建設事業費について、また、同条の４は市町村の負

担に属する経費一般について、「住民に対し、直接であると間接であるとを問わず、その

負担を転嫁してはならない」と規定している。シャウプ勧告が寄附金について不公平な負

担の原因となるとしてその大幅な整理を命じた歴史もある。負担の公平と政府の責任こそ

まずもって堅持されるべきであり、寄附金を税制上支援するにしても、無制限に、しかも

その全額を税額控除の対象とせず、控除率や控除額に限度を設けていることの本質的な意

味はここにあると考えられる。 

 

図表21 寄附金による所得税税額控除 

 

寄附対象 控除対象寄附金 控除率 控除方式 控除限度 

認定ＮＰＯ法人 2,000円超の部分 対象部分の40％ 所得控除と選択 所得税額の25％ 

公益社団法人等 2,000円超の部分 対象部分の40％ 所得控除と選択 所得税額の25％ 

(出所）税制調査会（2010ｉ）、101頁より作成。 
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 7. 地域主権改革と地方税制 

 

 税制を通じて住民自治を確立し、地域主権改革を推進するため、現行の地方税制度にお

いて「自主的な判断」と「執行の責任」を拡大する方向で改革することが提案されている。 

 「自主的な判断」の拡大の観点からは、①法定任意税軽減制度（仮称）、②税収が僅少

な法定税の法定任意税化・法定外税化、③制限税率の見直しが行われる。また、「執行の

責任」を拡大するために、①法定外税の新設・変更における国の同意付き事前関与の見直

し、②消費税・地方消費税の賦課徴収に係る地方自治体の役割の拡大が検討される。 

 さらに、国が地方の税収を一方的に減収させる税負担軽減措置等は可能な限り行わない

こととされる。かつて大牟田市の電気税訴訟で争点となった問題の軽減が目標に掲げられ

たわけである。2011年度税制改正では地方税収に影響を及ぼす「政策税制措置」について

100項目の見直しが行われ、64項目が廃止又は縮減されることになった。 

 地域主権改革と地方税制については住民自治の観点から地方税制を位置づける試みが行

われている点は注目されるが、さしあたり2011年度の改正には間に合わない。しかし、住

民自治の観点からの地方税制の見直しという理念以上に今後の問題として重要なのは、消

費税・地方消費税の賦課徴収に係る地方自治体の役割の拡大の提唱である。近い将来、消

費税率の引き上げに際して消費税の国と地方の間での配分割合が大問題になることが予想

される時期だけに、地方の関与を出来るだけ大きくしておきたいという意図がここに込め

られている。 

 

 

 8. 納税環境の整備 

 

 納税環境の整備に関して注目されることとして、以下の４点を挙げておきたい。 

 

(１) 納税者権利憲章の策定 

   納税者の立場に立って納税者権利憲章が策定されることとなった。日程的には2011

年中に準備を進めた上で、2012年１月１日に公表の予定である。この憲章は、複雑な

税務手続きを納税者に分かりやすくするため、①納税者が受けられるサービス、②納

税者が求めることのできる内容、③納税者に求められる内容、④納税者に留意して欲
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しいこと、を一連の税務手続きに沿って、一覧性のある形で平易に示すこととされて

いる。また、これに伴い既存の法律名が「国税通則法」から改正後の内容をよりよく

表現するもの(11)に改められる。 

 

(２) 納税者の権利としての「更正の請求」 

   更正の請求等に関する期間は、現行制度では課税庁と納税者との間で不均衡な関係

となっている（図表22）。納税者は更生の期間が経過してしまうと、嘆願書を提出し

て職権更正を願う。しかし、この現実は納税者と課税庁を上下関係で捉えた奇妙な慣

行であり、しかもこの嘆願に対して課税庁には応答の義務さえないとされている。 

   この現状に対して納税者が更正の請求を行いうる期間（現行１年）が５年に延長さ

れ、併せて課税庁が増額更正しうる期間（現行３年）も５年に延長され、納税者及び

課税庁それぞれに発する更正の期間が一致させられる。更正の期間が延長されること

で納税者による申告納税額減額の要求が「嘆願」ではなく、「更正の請求」という権

利として保障されることになる。なお、脱税の場合の課税庁による増額更正期間は現

行制度のままである。 

 

図表22 更正の請求等に関する期間（現行制度） 

 

区   分 期間制限（通常の場合） 脱税の場合 

増 額 更 生 
法定申告期限から３年 

（法人税については５年） 課 税 庁 

減 額 更 正 法定申告期限から５年 

法定申告期限から７年 

修 正 申 告 法定申告期限から５年 

納 税 者 
更正の請求 

法定申告期限から１年 

（後発的事由の場合２月） 

－ 

(出所）山本守之（2011）、141頁。 

 

(３) 国税不服審判所の改革 

   国税不服申し立ての手続きの見直しについては現在検討中であるが、訴訟機関につ

いても改革が行われる。すなわち、国税不服審判所の審理については従来、国税審判

                                                                                 

(11) 「平成23年度税制改正大綱」をまとめる上で事実上の責任者であった峰崎直樹氏（内閣官房

参与）は、新たな法律名を「国税通則及び納税者の権利保護に関する法律」とすることを提案

している（峰崎直樹・山本守之［2011]、108頁）。 
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官が税務職員出身者によって占められていることからその中立性・公正性に問題あり

とされていた。この点を改善する目的で以下の改革が行われる。 

  ① 民間からの公募により、年15名程度が採用される。 

  ② ３年後の2013年までに50名程度を民間から任用することにより、事件を担当する

国税審判官の半数程度が外部登用者によって構成されることになる。 

 

(４) 社会保障・税に関わる番号制度 

   社会保障・税に関わる番号制度とは「主として給付のための制度」である。この制

度については「社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会」の「中間報告」

（2010年12月３日）において、①まず税と社会保障の分野から利用を開始する、②住

民基本台帳ネットワークを活用した新たな番号を使用する、③データベースの管理方

式については今後検討を進める、④付番機関については「歳入庁の創設」の検討を進

める、⑤個人情報保護の徹底に向けて各種の措置を講じるといった方向が示された。 

   番号制度によって、税務面では各種の取引において相手方へ番号を告知することが

義務化されることで、税務当局はこれによって法定調書と納税申告書の情報を名寄

せ・突合することが可能になる。 

 

 

 おわりに 

 

 平成23年度税制改正は、それが実行に移されるとすればかなり大きな意味を持つことに

なる。所得税の税収調達機能、再分配機能の回復に向けた１歩が踏み出された。給与所得

控除にせよ、成年扶養控除にせよその見直しは「両刃の剣」であるが、所得税の再建に

とって避けがたい一場面でもある。税制調査会が「車の両輪」と位置づける所得税と消費

税のうち、消費税の増税はさしあたり封印されたため、まずは所得税から手をつけたとい

うことであろう。相続税も同様の流れの中にある。 

 一方、法人税率引き下げは、課税ベース拡大等による減収の穴埋めは果たせずネットの

減税となった。その効果は疑問なしとしないが、国際的な潮流に棹差す決断であり、今後

その効果を十分に検証する必要がある。 
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 配偶者控除の取り扱いは大きな問題となったが、2012年度以降「抜本的に(12)見直す方

向」で検討課題として残された。 

 また、地域主権改革に向けた地方税改革について地方自治の観点からの見直しという理

念が示された。しかし、これが果たして地方政治を変える契機となり得るかどうかはいま

だ未知数である。むしろ地方団体にとっては、地方税としての適性が繰り返し再確認され

ている地方消費税が消費税増税の局面でどこまでその中に割り込めるかがこれからの最大

の関心事となろう。 

（なかむら よしひろ 熊本学園大学経済学部教授） 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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＜付表１＞ 平成23年度の税制改正（内国税関係）による増減収見込額 

（単位：億円） 

 改 正 事 項 平年度   初年度  

 1. 法人課税      

  (１) 法人税の基本税率の引下げ ▲ 12,194   ▲ 8,076 

      小 計 ▲ 12,194   ▲ 8,076 
           
  (２) 課税ベースの拡大等      

    ① 減価償却制度の見直し 1,780   1,164 

    ② 欠損金の繰越控除制度の見直し 1,788   1,430 

    ③ 貸倒引当金制度の見直し 550   440 

    ④ 寄附金の損金不算入制度の見直し 69   48 

    ⑤ 試験研究を行った場合の法人税額の特別控除制度の見直し ※ 495   371 

    ⑥ エネルギー需給構造改革推進投資促進税制の廃止 ※ 576   455 

    ⑦ 集積産業用資産の特別償却制度の見直し ※ 44   40 

    ⑧ 事業革新設備等の特別償却制度の廃止 ※ 418   365 

    ⑨ 特定災害防止準備金制度の見直し ※ 1   0 

    ⑩ 特別修繕準備金制度の見直し ※ 38   30 

    ⑪ 外国税額控除制度の適正化 90   43 

      小 計 5,849   4,386 
          
  (３) 政策減税     

    ① 中小企業者等の軽減税率の引下げ ▲ 671   ▲ 148 

    ② 雇用促進税制 ▲ 365   ▲ 139 

    ③ 環境関連投資促進税制 ▲ 249   ▲ 195 

    ④ 総合特区制度、アジア拠点化推進のための税制 ▲ 73   ▲ 11 

    ⑤ 租税特別措置の見直し（中小企業関係）     

     ア 中小企業等基盤強化税制の廃止 ※ 171   58 

     イ 公益法人等又は協同組合等の貸倒引当金の特例の見直し ※ 39   27 

     ウ 商工組合等の留保所得の特別控除制度の廃止 ※ 9   6 

      小 計 ▲ 1,139   ▲ 402 
          
  (４) その他     

    ① 公益法人等又は協同組合等に係る法人税率の引下げ ▲ 305   ▲ 214 

    ② 医療用機器等の特別償却制度の見直し ※ 30   20 

    ③ 公共交通機関に係る障害者対応設備等の特別償却制度の廃止 ※ 4   4 

    ④ 高度通信設備等の特別償却の創設 ▲ 3   ▲ 2 

      小 計 ▲ 274   ▲ 192 

   法人課税 計 ▲ 7,758   ▲ 4,284 
          
 2. 個人所得課税     

  (１) 給与所得控除の見直し 1,195   203 

  (２) 退職所得課税の見直し 94   21 

  (３) 成年扶養控除の見直し 823   132 

  (４) その他     

    ① 配当所得の分離課税等の要件の見直し ※ 68   34 

    ② 電子申告特別控除の見直し ※ 2   1 

    ③ 総合特区制度のための税制 ▲ 4   ▲ 1 

    ④ 通勤手当非課税制度の見直し 19   3 

    ⑤ 年金申告者の申告手続きの見直し ▲ 35   ▲ 35 

   個人所得課税 計 2,162   358 
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 改 正 事 項 平年度   初年度  

 3. 資産課税     

  (１) 相続税・贈与税の見直し     

    ① 相続税の基礎控除の引下げ 2,355   785 

    ② 死亡保険金に係る非課税制度の見直し 341   114 

    ③ 相続税の税率構造の見直し 250   83 

    ④ 未成年者控除及び障害者控除の引上げ ▲ 31   ▲ 10 

    ⑤ 贈与税の税率構造の緩和 ▲ 21   ▲ 21 

    ⑥ 相続時精算課税制度の適用要件の見直し ▲ 92   ▲ 92 

  (２) その他     

    ① (独)住宅金融支援機構の直接融資に係る登録免許税の非課税措置の廃止 12   12 

    ② 信用保証協会等が受ける登記に対する登録免許税の特例の見直し ※ 1   1 

    ③ 認定事業再構築計画に基づく登記に対する登録免許税の特例の見直し ※ 5   5 

    ④ 電子申請による登記に係る登録免許税の特例の見直し ※ 15   7 

    ⑤ 外貿埠頭会社が出資に伴い取得する不動産に係る登録免許税の特例の創設 ▲ 8   ▲ 8 

   資産課税 計 2,827   876 
          
 4. 消費課税     

  (１) 地球温暖化対策のための税 2,405   357 

  (２) 航空機燃料税の税率引下げ ▲ 263   ▲ 263 

  (３) その他     

    ① 消費税の事業者免税点制度における免税事業者の要件の見直し 27   － 

    ② 課税売上割合95％以上の場合の消費税の仕入税額控除制度の見直し 29   － 

   消費課税 計 2,198   94 
          
 5. その他     

  (１) 還付加算金の計算期間の見直し  33   0 

  (２) 保険年金に係る最高裁判決を受けた対応(注) ▲ 75   ▲ 75 

  (３) 認定ＮＰＯ法人等に寄附をした場合の所得税額の特別控除制度の創設 ▲ 33   ▲ 30 

   その他 計 ▲ 75   ▲ 105 
          

 合   計 ▲ 646   ▲ 3,061 

(出所）財務省ホームページ 
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＜付表２＞ 平成23年度税制改正による事項別増減収見込額          未定稿  

(単位：億円) 

初 年 度 平 年 度 
改 正 事 項

 

道府県税 市町村税 計 道府県税 市町村税 計 

１ 個人住民税 7 10 17 199 298 497 

(１) 成年扶養控除の見直し 131 196 327 

(２) 退職所得10％税額控除の廃止 7 10 17 69 103 172 

(３) 寄附金税額控除の適用下限額の引下げ △    1 △    1 △    2 

２ 不動産取得税 15 15 16  16 

(１) サービス付き高齢者向け住宅に係る特例の創設 △    4 △    4 △    4  △    4 

(２) 都市再生促進税制の拡充 △    6 △    6 △    6  △    6 

(３) 産活法に係る特例の見直し 1 1 1  1 

(４) ＳＰＣ・Ｊリートに係る特例の見直し 6 6 6  6 

(５) (独)住宅金融支援機構等の貸付けに係る特例の廃止 16 16 16  16 

(６) その他 2 2 3  3 

３ 自動車取得税 △    3 △    3 △    3  △    3 

  過疎バスの取得に係る非課税措置の見直し △    3 △    3 △    3  △    3 

４ 固定資産税 △    2 △    2  1 1 

(１) 排出ガス規制に適合した特定特殊自動車に係る特

例の創設 
0 0  △    2 △    2 

(２) 国際コンテナ戦略港湾等の港湾経営会社が取得し

た荷さばき施設等に係る特例の創設 
0 0  △    3 △    3 

(３) 地域公共交通確保等へ向けた関連税制の拡充 

   (離島船舶、離島航空機、安全性向上設備) 
△    2 △    2  △    2 △    2 

(４) 高齢者向け優良賃貸住宅に係る減額措置の見直し 0 0  △    6 △    6 

(５) 市街地再開発事業に伴い従前の権利者が取得する

家屋に係る減額措置の見直し 
0 0  1 1 

(６) 鉄軌道事業者が取得する新造車両に係る特例の見直し 0 0  10 10 

(７) 地上放送デジタル化のための設備に係る特例の見直し 0 0  1 1 

(８) その他 0 0  2 2 

５ 地方たばこ税 △  991 991 0 

  税率の見直し △  991 991 0 

合     計 19 8 27 △  779 1,290 511 

国税の税制改正に伴うもの 79 △  110 △   31 581 △  764 △  183 

 個人住民税 2 2 4 151 227 378 

  (１) 給与所得控除の見直し 122 183 305 

  (２) 退職所得課税の見直し 2 2 4 16 23 39 

  (３) その他 14 20 34 

 法人住民税 △   46 △  112 △  158 △  403 △  991 △1,394 

  (１) 法人税の基本税率の引下げ △   80 △  198 △  278 △  607 △1,492 △2,099 

  (２) その他 35 86 121 204 501 705 

 法人事業税 123 123 817  817 

 地方消費税 0 0 16  16 

再     計 98 △  102 △    4 △  198 526 328 

地方譲与税 

地方法人特別譲与税 115 115 849  849 

再  々  計 

（地方法人特別譲与税を含む合計） 
213 △  102 111 651 526 1,177 

 
(注）表中における計数は、１億円未満を四捨五入している。 
 
(出所）総務省ホームページ 
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